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長崎市の人口・面積（前年との比較） 

 令和５年 11月１日 令和４年 11月１日 増 減 

人  口 393,414人 398,596人 ▲5,182人 

男 181,626人 183,784人 ▲2,158人 

女 211,788人 214,812人 ▲3,024人 

世帯数 186,563世帯 186,428世帯 135世帯 

面  積 405.69㎢ 405.86㎢ ▲0.17㎢ 

                         ※人口、世帯数については推計人口 



特 集 

次世代につながる農業振興策について 

 

本特集は、長崎市を除く中核市61市のうち、同規模人口の中核市14市及び先進都市13市におい

て、「次世代につながる農業振興策」について調査照会し、その結果を取りまとめたものです。 

 

 

〇調査の背景と目的 

農業を取り巻く環境は、人口減少・高齢化社会やグローバル化の進行、技術革新によるデジタル

化の進展など、大きく変化している。また、世界的な穀物需要の増加や原油価格等の高騰、国際情

勢等の影響により、国内での農業生産や自給力向上が重要視されているとともに、農業に伴って発

生する温室効果ガスの抑制など、環境にやさしい農業への取組の推進が求められている。 

長崎市は、生産量日本一を誇るびわをはじめとする果樹、野菜、花き、畜産など、様々な農産物

が生産されるとともに、多様な農業が営まれている。今後も引き続き、多様な農業が展開されてい

くためには、安定した農業経営と担い手、後継者の確保が不可欠である。 

しかしながら、農林水産省が５年ごとに実施している「農林業センサス」によると、令和２年の

国内における基幹的農業従事者は136万3,000人と、前回調査時（平成27年）と比べ約40万人減少

（22.4％減少）し、65歳以上の階層は全体の70％を占め、49歳以下の若年層の割合は11％であった。

同年に行われた食料・農林水産業・農山漁村に関する意識・意向調査では、経営継承の意向及び継

承者の有無について、農業経営体の経営主である60歳代の農業者を対象に調査したところ、「経営

資産のすべてまたは一部を継承する」と答えた人が全体の50.1％であり、そのうち「後継者が決ま

っている」と答えた人は全体の40.1％、残りの9.9％の人は、「後継者は決まっていない」という結

果が出たことからも、農業における担い手・後継者不足は深刻な問題であることが分かる。長崎市

においても、10年前と比較すると、農家数は69.4％、農業就業人口は70.1％と大きく減少している

状況であり、今後もこの傾向は続いていくものと考えられている。 

長崎市では、このような農業従事者数の減少と高齢化をはじめ、耕作面積の減少による農地の遊

休化、荒廃の拡大、有害鳥獣の生息区域の拡大、気象災害による露地栽培の経営の不安定性など、

農業を取り巻く様々な課題に対して、今後の農業の目指すべき姿とその実現方法を示し、効果的な

施策の推進を図るため、上位計画である「長崎市第五次総合計画」に基づく実践的な計画として、

第二次長崎市農業振興計画「前期基本計画」を策定した。 

本調査では、上記振興計画における個別施策Ｉ「農業の生産性を高め、次世代を担う多様な経営

体を育てます」において課題としている「産地の条件に適したスマート農業技術の検討」、「農業就

業人口を増やすため、企業や半農半Ｘ（エックス）など多様な担い手が就農しやすい受入体制の充

実」及び「新規就農者の定着のための支援体制」について、長崎市における農業の明るい未来を切

り開く一助とするため、事務局において調査都市を選定し、調査を行うものである。 
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○設問                            

１ 農業の概要について                          ページ 

問１ 農業産出額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P５ 

問２ 農業経営体数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P５ 

問３ 認定農業者数（うち 65歳以上）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P５ 

問４ 認定新規就農者数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P７ 

問５ 農業参入法人数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P７ 

問６ 主要農産物・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P７ 

２ スマート農業の導入事例（市が行ったもの）について 

問７ スマート農業導入に係る市独自の支援制度の有無・・・・・・・・・・・・P９ 

問８ 支援制度の内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P９ 

問９ 導入したスマート農業技術の概要（事例がある市のみ掲載）・・・・・・・P15 

問 10 市独自の支援制度がない理由と今後の予定・・・・・・・・・・・・・・・P19 

３ 市独自の新規就農者の育成・定着のための支援策について 

問 11 新規就農者を育成・定着させるための市独自の支援制度の有無・・・・・・P21 

問 12 支援制度の内容 

（1）研修制度 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P23 

（2）給付制度 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P27 

（3）融資制度 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P29 

（4）補助制度 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P31 

 （5）その他 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P35 

問 13 市独自の支援制度がない理由と今後の予定・・・・・・・・・・・・・・・P37 

４ 異業種や企業等の農業参入について 

問 14 異業種や企業等の参入事例の有無・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P39 

問 15 参入事例の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P39 

問 16 参入した企業等が抱える課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P39 

問 17 異業種や企業の農業参入に係る市独自の支援制度の有無・・・・・・・・・P43 

問 18 支援制度の内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P43 

問 19 市独自の支援制度がない理由と今後の予定・・・・・・・・・・・・・・・P46 
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（令和５年９月～令和５年11月下旬） 

 

会 議 名   中核市議会議長会第２回総会 

開催月日・場所   10月23日 東京市 ベイサイドホテルアジュール竹芝 

概     要   事務報告、国等への要望事項「新たな感染症危機に向けた保健所

の体制・機能強化について」の審議が行われ、原案のとおり決定さ

れた。 

関係省庁等に対しては、役員市が要望活動を行い、地元選出国会議員

への要望活動は、各市において個別に実施することを了承した。 

また、令和６年度負担金については、１市当たり５万円とすることに 

決定された。 

なお、令和６年度の役員選任については、会長－倉敷市、副会長－福

井市・八尾市、監事－八王子市・大分市、相談役－奈良市に決定された。 

最後に、法政大学総長 廣瀬 克哉氏から「いま中核市の議会に必要

なあり方とは」と題して講演が行われた。 

 

 

会 議 名   九州市議会議長会第３回理事会 

開催月日・場所   10月24日 佐世保市 ＪＡ長崎西海させぼホール 

概     要   役員の補欠選任、事務報告、全国市議会議長会部会長会議等の経

過報告について協議が行われ、了承又は決定された。 

各支部提出議案16件について審議が行われ、いずれも原案のとお

り決定された。 

11月９日に東京都で開催される全国市議会議長会第115回評議員

会に、九州部会から「特別支援学級の増設・開設への補助金の財政

支援について」及び「九州における高速交通網等の整備促進につい

て」の２議案を正議案とし、「地域医療の充実強化並びに自治体病

院や公的病院の医師確保対策及び財政支援措置について」を予備議

案として提出することに決定された。 

次回理事会については、阿蘇市で開催することに決定された。 

令和６年度九州市議会議長会の各市負担金については、新型コロ
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ナウイルス感染症の感染拡大に伴い、対面での会議を開催できなか

った時期においては、負担金を徴収しない等の措置を取っていたが、

現在、年間を通して会議が通常開催されているため、令和２年度以

前の負担金割合に戻すことに決定された。 

令和６年度「社会的な孤独・孤立問題に関する特別委員会」委員

候補の推薦等について、原案のとおり決定された。 

 

 

会 議 名   九州市議会議長会支部長・相談役会議 

開催月日・場所   11月８日 東京都 都市センターホテル 

概     要   第３回理事会で決定した16件の要望事項に係る実行運動について

協議した。関係省庁及び各政党に対する要望活動については、会長

市に一任し、九州各県選出の国会議員への要望活動は各支部で行う

ことについて了承した。 

全国市議会議長会第115回評議員会への提出議案については、

「特別支援学級の増設・開設への補助金等の財政支援について（行

橋市説明）」及び「九州における高速交通網等の整備促進について

（五島市説明）」の２題とすることを確認し、了承した。 

 

 

会 議 名   全国市議会議長会第233回理事会・第115回評議員会合同会議 

開催月日・場所   11月９日 東京都 都市センターホテル 

概     要   一般事務報告及び地方行政委員会等の各委員会報告が了承された

後、議案審議が行われた。会長提出議案５件（「多様な人材の市議

会への参画促進に関する決議（案）」、「ポストコロナを展望した

地方行財政の充実に関する決議（案）」、「感染防止拡大と社会経

済活動の両立に関する決議（案）」、「頻発・激甚化する大規模災

害等からの防災・減災対策及び復旧・復興対策等に関する決議

（案）」、「東日本大震災からの復旧・復興に関する決議

（案）」）及び部会提出議案18件について、原案のとおり決定され、

関係機関に要望することに決定された。 
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令和４年度本会各会計決算、令和６年度本会一般会計予算の見

通しについて協議が行われ、了承された。 

また、地方議会に関する地方自治法改正を踏まえた主権者教育

の推進に関する決議（案） 、令和９年度以降の全国市議会議長会

研究フォーラムの開催地、今後の主要会議開催予定について説明

がなされた。 

 

 

会 議 名  第35回都道府県庁所在都市議長会定期総会 

開催月日・場所  11月13日 鹿児島市  鹿児島サンロイヤルホテル  

概 要  全国各ブロックの理事の選任について承認されるとともに、決議

（案）について協議し、「多様な人材の市議会への参画促進に関す

る決議（案）」、「ポストコロナを展望した地方行財政の充実に関

する決議（案）」、「感染拡大防止と社会経済活動の両立に関する

決議（案）」、「頻発・激甚化する大規模災害等からの防災・減災

対策及び復旧・復興対策等に関する決議（案）」及び「東日本大震

災からの復旧・復興に関する決議（案）」を原案のとおり承認し、

会長市から関係省庁等へ要望することとなった。 

次期開催市を佐賀市とすることについて承認された。 

また、株式会社ローカルファースト研究所代表取締役 関 幸子 

氏から「人口減少時代の地域経営：地方議会の役割」と題して記念 

講演が行われた。 

 

 

会 議 名  全国市議会議長会特定第三種漁港協議会臨時総会 

開催月日・場所  11月17日 東京都  都市センターホテル 

概 要  事務報告について承認され、令和６年度協議会負担金（案）につ

いて前年度と同様の１市当たり８万円とすることで決定された。 
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（令和５年９月～11月下旬） 

  ※定例会・臨時会中の常任委員会は除く。 

【議会運営委員会】 

  開 催 日  ９月１日 

  事  件  １ 市長・議長の会期中の出張について 

        ２ 会期日程案について 

  概  要  １について説明を受け、了承した。 

        ２について協議し、決定した。 

 

  開 催 日  ９月８日 

  事  件  １ 追加付議事件について 

        ２ 追加議案の委員会付託分類について 

        ３ 議会関係付議事件について 

        ４ 請願の取扱いについて 

        ５ 陳情の取扱いについて 

        ６ 選挙管理委員会の委員及び補充員の選挙について 

        ７ 質問席の取扱いについて 

        ８ 人事案件に係る運用の見直しについて 

  概  要  １及び３について説明を受け、了承した。 

        ２、４～８についてそれぞれ協議し、決定した。 

 

開 催 日  11月24日 

  事  件  １ 令和５年第６回長崎市議会定例会について 

２ 令和５年第６回長崎市議会定例会の運営について 

３ 選挙管理委員会の委員及び補充員の候補者について 

４ 議会傍聴席における字幕表示の導入について 

概  要  １について説明を受け、了承した。 

        ２～４についてそれぞれ協議し、決定した。 

 

〔行政視察〕 

派遣委員 出張期間 視察都市等・調査項目 

山﨑  猛、山谷よしひろ

柿田  正、五輪 清隆

福澤 照充、武次 良治

平 たけし、毎熊 政直

相川 和彦 

10月16日 

～18日 

宇都宮市：議会活性化の取組状況 

会津若松市：議会活性化の取組状況 
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【総務委員会】 

  開 催 日  11月６日、７日 

  事  件  １ 第143号議案「令和４年度長崎市一般会計歳入歳出決算」（委員

会所管分）」 

        ２ 第149号議案「令和４年度長崎市財産区特別会計歳入歳出決算」 

        ３ 所管事項調査「市有地の処分について」（理財部） 

  概  要  １及び２について内容検討の結果、いずれも認定すべきものと決定

した。 

        ３について調査を行った。 

 

【教育厚生委員会】 

  開 催 日  10月27日、30日、31日 

  事  件  １ 第143号議案「令和４年度長崎市一般会計歳入歳出決算」（委員

会所管分）」 

        ２ 第145号議案「令和４年度長崎市国民健康保険事業特別会計歳

入歳出決算」 

        ３ 第150号議案「令和４年度長崎市母子父子寡婦福祉資金貸付事

業特別会計歳入歳出決算」 

                ４ 第151号議案「令和４年度長崎市介護保険事業特別会計歳入歳

出決算」 

        ５ 第153号議案「令和４年度長崎市診療所事業特別会計歳入歳出

決算」 

        ６ 第154号議案「令和４年度長崎市後期高齢者医療事業特別会計

歳入歳出決算」 

        ７ 第155号議案「令和４年度長崎市立病院機構病院事業債管理特

別会計歳入歳出決算」 

  概  要  １～７について内容検討の結果、いずれも認定すべきものと決定し

た。 

 

【環境経済委員会】 

  開 催 日  10月27日、30日 

  事  件  １ 第143号議案「令和４年度長崎市一般会計歳入歳出決算」（委員

会所管分）」 

        ２ 第144号議案「令和４年度長崎市観光施設事業特別会計歳入歳

出決算」 

        ３ 第147号議案「令和４年度長崎市中央卸売市場事業特別会計歳

入歳出決算」 

  概  要  １～３について内容検討の結果、いずれも認定すべきものと決定し

た。 
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【建設水道委員会】 

  開 催 日  10月27日、30日 

  事  件  １ 第98号議案「令和４年度長崎市水道事業会計決算」 

        ２ 第99号議案「令和４年度長崎市下水道事業会計決算」 

        ３ 第143号議案「令和４年度長崎市一般会計歳入歳出決算」（委員

会所管分）」 

        ４ 第146号議案「令和４年度長崎市土地取得特別会計歳入歳出決 

算」 

        ５ 第148号議案「令和４年度長崎市駐車場事業特別会計歳入歳出 

決算」 

        ６ 第152号議案「令和４年度長崎市生活排水事業特別会計歳入歳

出決算」 

  概  要  １～６について内容検討の結果、いずれも認定すべきものと決定し

た。なお、３については、附帯決議を可決した。 

 

【子育て支援特別委員会】 

  開 催 日  ９月19日 

  事  件  乳幼児への支援について 

  概  要  上記事項について、理事者から説明を受け、質疑を行った。 

 

 開 催 日  11月10日 

事  件  課題を抱えたこども等への支援について 

 概  要  上記事項について、理事者から説明を受け、質疑を行った。 

 

〔行政視察〕 

派遣委員 出張期間 視察都市等・調査項目 

林  広文、梅本けいすけ 

中西 敦信、向山 宗子 

10月17日 

～19日 

練馬区：ひとり親家庭自立応援プロジェクト 

横須賀市：子育てホットライン（24時間） 

横須賀版ネウボラ 

静岡市：ちゃむしずおか（静岡市子ども・子育て支援 SNS） 

浅田 真五、井上 重久 

岩永 敏博、高橋 佳子 

竹田 雄亮 

10月４日 

～６日 

福生市：就学前までの子育て支援の取組  

三鷹市：就学前までの子育て支援の取組 

豊橋市：就学前までの子育て支援の取組 

 

【部活動の地域連携のあり方検討特別委員会】 

開 催 日  ９月19日 

  事  件  本市の地域移行の課題と他都市の取組について 

  概  要  上記事項について、理事者から説明を受け、質疑を行った。 
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開 催 日  11月８日 

  事  件  課題の解決に向けての諸方策について 

  概  要  上記事項について、理事者から説明を受け、質疑を行った。 

 

〔行政視察〕 

派遣委員 出張期間 視察都市等・調査項目 

木森 俊也、池田 章子 

大石ふみき、都留やすとし 

中山  大、山下 巌記 

10月16日 

～18日 

スポーツ庁：部活動の地域移行 

リーフラス㈱：部活動の地域移行 

生駒市：部活動の地域移行 

森きょうへい、永尾 春文 

久 八寸志、吉原  孝 

10月２日 

～４日 

長岡市：部活動の地域移行 

佐野市：部活動の地域移行  

白岡市：部活動の地域移行 

 

【長崎駅周辺交通対策特別委員会】 

  開 催 日  ９月19日 

  事  件  スタジアムシティ周辺の交通渋滞対策について 

  概  要  上記事項について、株式会社リージョナルクリエーション長崎から

参考人を招き、意見交換を行うとともに、理事者から説明を受け、質

疑を行った。 

 

開 催 日  11月21日 

  事  件  長崎駅から浦上駅周辺の混雑緩和について 

  概  要  上記事項について、長崎駅周辺の現地調査を行い、理事者から説明

を受け、質疑を行った。 

 

〔行政視察〕 

派遣委員 出張期間 視察都市等・調査項目 

梅元 建治、澤㔟みずき 

深堀 義昭、山口まさよし 

10月２日 

～４日 

広島市：エディオンピースウイング広島建設 

及び広島駅周辺の再整備 

広島電鉄㈱：広島電鉄 

鹿児島市：駅周辺のまちづくり 

山口たかゆき、梅原 和喜 

筒井 正興、野口 達也 

平野  剛、山本 信幸 

10月24日 

～26日 

金沢市：金沢駅周辺における渋滞対策 

高崎市：高崎駅周辺における渋滞対策 

    高崎駅東口再開発 
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                      （令和５年 10月～令和５年 11月） 

 

新  刊  図  書 

 

図    書    名 編  著  者  名 発   行   所 

現場のリアルな悩みを解決する！ 

職員減少時代の自治体人事戦略 

稲継裕昭 

大谷基道 
ぎょうせい 

若者の貧困を拡大する５つのリスク 

その原因と対応策 
日下部元雄 晃洋書房 

なぜ男女の賃金に格差があるのか 

女性の生き方の経済学 
クラウディア・ゴールディン 

慶應義塾大学 

出版会 

運動部活動から地域スポーツクラブ活動へ 

新しいブカツのビジョンとミッション 
友添秀則 大修館書店 

スポーツまちづくりの教科書 
松橋崇史 

高岡敦史 
青弓社 

不登校でも学べる 

学校に行きたくないと言えたとき 
おおたとしまさ 集英社新書 

公益法人・一般法人・NPO法人等における 

インボイス制度の実務 Q&A 
岡部正義 清文社 
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調  査  資  料  報 

〔令和５年 12月〕 

編集・発行  長崎市議会事務局議事調査課 
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